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Ⅰ　はじめに

本研究は，アップル・コンピュータ社（Apple 
computer Inc.：以下アップルと呼ぶ）の主とし
て 1976 年の創業から 2000 年代に至る成長の歴史
的過程と，それに伴う事業構造の変容およびその
特徴について明らかにすることを課題としてい
る。
アップルは，1970 年代半ばにおけるパーソナ
ル・コンピュータ（PC）産業の黎明期から創業
している企業である。その後，アップルは，PC
産業における主要企業として成長を続け，90 年
代半ばに一時的に業績を悪化させたが，とりわけ
2000 年代後半以降，再び急成長を実現してきて
いる。すなわちアップルは，70 年代に PC を投
入した企業の中で，40 年の長期にわたって，PC
産業において存続し続けた唯一の企業であるだけ
ではなく，この間，成長を持続し，巨大企業とな
った数少ない企業なのである 1。
ところで PC産業について言えば，その形成と
発展の過程において，CPUやメモリといった IC
をはじめとする各種電子部品などの様々な部品産
業，およびディスプレイ，プリンター，キーボー
ド，フロッピー・ディスク・ドライブやハード・
ディスク・ドライブなどのハードウェア，さらに
はソフトウェアやコンテンツといった補完品産業
の形成・成長を促し，またそれらの関連する諸産
業の成長によって PC産業自らも成長を持続させ
てきたという特徴がある。さらにこのような PC
産業および関連する部品産業や補完品産業は，そ

の発展の過程で，様々な新しい情報通信関連製品
の創出を通じて，今日，ICT 革命とも呼ばれる
時代において，その中核をなす産業群の形成の基
盤となってきた。しかも PC産業も含むこれらの
諸産業は，その製品や技術の特性から，部品産業
は補完品産業との間で密接な関連性を持って成長
する独特の産業構造を形成し，したがって他の産
業や企業とは異なる共通した特徴を有している。
このような意味で，多様な新しいデジタル機器が
普及し，相対的に PCの役割が低下してきている
中で，なお PC企業に対する研究は，情報通信産
業や企業の現代的な問題解明にもつながる重要な
意義を持つものと考える。
しかしこのような PC企業については，一般的
な経営戦略上の特徴についての研究や，市場の分
業構造に関する研究はあるが，長期にわたる企業
の事業構造の変容とその歴史的位置づけについて
の研究は少ない。本研究は，アップル社のように
長期にわたって成長を持続させ，大企業へと成長
を遂げた企業が，それをどのように実現させ，ま
たその結果としてどのような事業構造を構築して
いったのかを明らかにする。特に 1990 年代以降
は，大企業の事業構造が変化し，脱統合化が生じ
ているという議論に対して，アップルのケースを
通じて，その実態を明らかにすることが本稿の課
題の 1つである。その際，企業の成長と事業構造
の変化を考察するにあたっての分析枠組として，
アルフレッド・チャンドラー Jr. の一連の研究を
踏まえ，いわゆる近代（産業）企業と対比しなが
らアップルの成長とそれによって形成された事
業構造を歴史的に位置づけることを目的としてい
る。このような分析を通じて，PC企業のみなら
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ず，これと関連性のある今日の情報通信産業にお
ける企業成長に対しても示唆を与える。同時に，
より一般的には，現代企業の成長過程および事業
構造の変容における特徴を一般化するにあたって
の一助とすることができる。
そこで本稿では，まず，チャンドラーが明らか
にした 19 世紀末から 1960 年代までの近代企業の
形成と発展の過程を整理し，それがとりわけ 80
年代以降変容してきたという議論，とりわけリチ
ャード・ラングロワの主張をも踏まえて，アップ
ルの成長過程を整理していくための枠組みと論点
を明確にしたい。次いで，アップルの成長過程を
70 年代の創業期，80 年代の成長期，90 年代の混
迷期に大きく分けてその実態を明らかにし，最後
に，これらの過程を整理しつつ，2000 年代以降
の展開も概観しながら，アップルの成長過程と事
業構造の変化の意味について明らかにしていくこ
ととする。

Ⅱ　 チャンドラーの近代企業に関する議論
と本稿の論点

1　近代企業の形成と持続的成長の構造

チャンドラーは，19 世紀半ば以降，アメリカ
の多くの産業において，巨大企業が形成・成長し
ていった過程を歴史的に跡づけ，この成長過程
で，これらの巨大企業，すなわち近代企業が同型
性を持った事業構造へと変容していったことを明
らかにした。しかしこのチャンドラーの近代企業
については，近年，批判されるようになり，チャ
ンドラーが想定した近代企業は 20 世紀末になっ
て解体してきていると主張されるようになってき
た。その代表的な論者の 1人であるリチャード・
ラングロワは，PC産業の発展に関する研究を踏
まえながら，1990 年代で最も重要な意味を持つ
組織の発展として，垂直的な脱統合および特化を
挙げている。この節では，まずチャンドラーの近
代企業の形成と成長，およびその変容に関する主
張を整理し，次いで，近代企業の解体について論
じたラングロワの所説を PC産業に関する議論も
踏まえてまとめ，最後に本稿の課題であるアップ
ルの形成，成長過程の研究にあたっての分析枠組

みと論点を整理することとする。
まずチャンドラーの近代企業（modern busi-
ness enterprise）に関する定義を整理しておこ
う。チャンドラーは，『経営者の時代』の冒頭で，
多数の異なった業務単位から構成されているこ
と，階層的に組織された俸給経営者によって管理
されていること，の 2点を挙げて近代企業を特徴
づけ，単一機能，単一製品，地理的に限定的で，
活動が市場によって調整されていた「伝統的企
業」（traditional business firm）と区別した。こ
こで業務単位というのは，特定の地域で特定の製
品を生産・流通させるために特定の機能を遂行で
きるような工場，販売，購買の事務所，研究所な
どであり，近代企業は，これらの諸機能，とりわ
け生産機能と販売機能を統合した構造をとるとさ
れる 2。このような近代企業が，アメリカにおい
て 20 世紀初頭に多くの産業で同型性を持って形
成され，発展し，その後のアメリカ経済の中心と
なるような巨大企業へと持続性を持って成長して
いったというのがチャンドラーの主張である。
このような近代企業の形成についてまとめる
と，その契機は，19 世紀半ばまでに，基礎資源
としての石炭が安価に利用可能となることで，動
力源としての蒸気機関の採用，および輸送手段と
しての鉄道，通信手段としての電信が新たに普及
を始めたことにある。石炭の活用はまた，鉄の生
産量を拡大させ，それに伴って，各種の金属加工
業，機械工業，工作機械工業への生産量を拡大さ
せ，中央集中的な動力源として蒸気機関を活用し
て一連の機械類を作動させ，賃金以外の収入源を
持たない多数の労働者によって操業する大規模な
工場が多数形成されるようになった 3。
鉄道と電信の普及は，生産においては，大量で
安定した原材料の工場への流れと工場からの完成
品の流れを生み出すとともに，その信頼性の高い
安定的な商品の流れは，取引のリスクを減少さ
せ，固定資本への投資を促進した。このような中
で，大量生産が確立していくのは，工場において
新しい機械や工程が導入され，大量生産技術が普
及することによってであった。1880 年代ころに
は，大量生産技術が普及するようになり，単一企
業内にいくつかの生産工程を設置，内部化するこ
とで，生産規模が大規模化していった。
このような大量生産実現による生産規模の拡大



立教ビジネスレビュー　第 10 号（2017）　59-78

61

は，単一製品や単一業務の規模を拡大することに
よる単位費用を低下させる規模の経済性や，単一
業務単位内で複数の製品の生産をすることで費用
を削減する範囲の経済性によってコスト上の優位
性をもたらした。しかし単なる生産規模の拡大そ
れ自体は，潜在的な規模や範囲の経済性に過ぎ
ず，実際の効果を実現するためには，一定期間内
に加工処理される原材料の量，すなわちスループ
ット（throughput）を高めていくことが必要で
あり，それを実現したのが，管理的調整である。
すなわちこのようなスループット増大の実現は，
生産工程を通過する大規模な流れを調整し統制す
るために，労働者を監督するのに必要な管理手法
や手続きにおける組織上の革新に依存していた。
こうして大量生産を実現した企業は，資本集約的
であると同時に，管理者集約的となっていったと
される 4。
このような中で，取扱量の大規模化に伴う流通
機能の統合が卸売業者よりも規模の経済性の効果
を上回るような場合，マーケティングや流通にお
ける製品固有の施設や技術が必要な場合，取引が
複雑で，専門知識が必要な場合には，製造企業自
らがその業務範囲を拡大し，販売機能を垂直統合
するようになった。さらに寡占化が進んだ産業で
は，規模や範囲の経済性の効果は次第に市場シェ
アに依存するようになるので，シェアをめぐる競
争の中で，競合企業の製品をも扱う中間業者への
依存を減らす目的で自ら販売組織を創設する場合
もあった。こうして大量生産を実現した大規模企
業は，19 世紀末以降，さらに大量流通をも垂直
統合し，チャンドラーが言うところの「大量生産
と大量販売の統合」として，近代企業が形成する
こととなった 5。
近代企業は，販売機能の統合に加え，さらに工
場への大量かつ継続的な原材料の流れを確保する
ために，購買機能や輸送機能を創設し，自ら原材
料の供給と輸送を開始した。また先進技術に基づ
く産業においては，製品や製法の改善は，市場シ
ェアを維持したり拡大したりするための主要な競
争上の武器であり，特定の製品系列の改善，製法
の改善には，製品固有の技能と施設，ならびに
マーケティング，工場，研究所の人材およびその
製品を取り扱う施設の間の密接な調整が必要であ
ったため，この研究開発機能もまた統合した。こ

うして大量生産の仕組みを構築した製造企業は，
販売機能，購買機能，研究開発機能といった諸機
能を内部化し，統合しながら成長し，大規模化し
ていった 6。
諸機能を統合して大規模化した産業企業におい
ては，大量で高速な原材料や商品が流れており，
高額な設備の遊休化を回避するためにも，効率的
に，また高い稼働率で継続的に操業することがま
すます不可欠となり，集権的な職能別組織が形成
された。そこでは，近代企業は，なお企業の所有
者である企業者が経営の基本方針や戦略に関する
最終的な意思決定と資源配分を行う企業者企業で
あったが，管理組織については職能別に部門が構
築されており，各職能部門内部の現業上の活動に
対する監督をロワー・レベルの管理者が，それら
諸部門の諸過程を通過する財貨の流れの調整・監
視をミドル・レベルの管理者が，それぞれ多数
雇用され，階層的に分業して担うようになった。
こうして近代産業企業は，20 世紀初頭までには，
生産および販売，さらに購買，運輸，研究開発な
どといった複数の業務を内部化し，管理階層組織
といういわば「見える手」によって，これらの各
業務，業務間の活動を，したがって企業における
原材料の供給者から最終消費者に至る財の流れを
市場に代わって調整するようになった 7。そして
チャンドラーは，このように生産と販売，そして
管理（ないしは組織）の 3つの分野への投資，い
わゆる三又投資（three pronged investment）を
当該産業で初めて実現した企業，すなわち一番手
企業（first movers）が，出遅れたほかの企業に
対して参入障壁を構築し，優位に立つことができ
ると主張した 8。
このような近代企業の初期の成長は，ほぼ同一
の市場，製品，製法をもった企業同士による「水
平結合」，および原材料の採取・加工から最終組
立に至る生産過程の中のいくつかの前後する段階
を含む業務単位を統合する「垂直統合」，主にこ
の 2つによるものであった。これらの成長は，産
出量，価格，市場をいっそう効果的に支配するた
めであったり，供給業者を確保することで，参入
障壁を作ったり，原材料の安定的な供給を確保す
るなどといった規模と範囲の経済性を維持し，大
規模投資を保護する狙いを持った防衛的な性格を
持っていたが，長期的で持続的な成長にはつなが
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らなかったとされる 9。
近代企業が持続的な成長を可能にしたのは，地
理的に遠隔地にある市場，特に海外市場へと進出
する「国際化」を進めるか，あるいは企業の既存
の技術や市場に関連した新製品を作り新たな事業
に進出する「多角化」を進めた場合であった。す
でに大規模化していた近代企業は，20 世紀初頭
には，規模と範囲の経済性を一層活かすために，
国内の既存工場の規模を拡大し，また国内の遠隔
地域，そして海外へと販売網を拡大していった。
そしてさらに海外市場での製品の生産・販売の費
用を削減するために海外に工場を設置することで
一層の成長を実現していった。加えて，既存製品
分野において系列製品を開発し，差別化を図っ
て，既存市場を細分化したり，継続的に新製品を
開発したりすることで，新規需要の開拓や買い替
え需要を掘り起こしていった。さらに範囲の経済
性を活かしてこれまでとは異なる製品分野へと多
角化するようになり，これにより，特定製品分野
の市場の限界を超えて近代企業の持続的な成長が
可能となった。またこのような大量生産の限界へ
の対応は，同時に，市場を細分化したり，継続的
に新製品を開発するためのマーケティング機能や
研究開発機能を自社に内部化するプロセスでもあ
った 10。
このような近代企業の持続的成長により，トッ
プ・マネジメントの意思決定の数や複雑さが増
し，管理負担が増したため，全面的な管理組織の
改革が必要となり，各主要製品系列を管理する事
業部と企業全体を管理する本社とからなる組織，
事業部制組織が構築されるようになった。各事業
部は，当該事業の業績と利益に責任を負ってお
り，総括管理者であるミドル・レベルの管理者，
各職能の責任者であるロワー・レベルの管理者，
そして各種スタッフ部門で構成される。また企業
本社は，日々の業務に責任を持たない全般経営者
としてトップ・マネジメントが担い，事業部の業
績評価や，事業部への資金・設備・人材配置，長
期的な企業戦略の立案と実施に専念する。そして
この本社には，財務，人事，中央研究所など，ト
ップ・マネジメントや事業部に対して専門的な技
能や情報を提供する本社スタッフが配置されてい
る。このような事業部制組織を構築した近代企業
においては，経営者によってなされる重要な意思

決定の数が増加し，その結果，第 1次世界大戦後
以降，企業の株式をほとんど持たない専門経営者
がトップ・レベルにおける意思決定をおこなうよ
うになり，こうして近代企業は企業者企業から経
営者企業へと変わっていった 11。
このような事業部制組織は，両大戦間期には，

多角化や国際化を進めていた大規模企業において
徐々に導入されるようになり，当該産業で支配的
地位を確保するようになった。またこのころ，既
存の設備や管理能力を活用するために意識的に新
製品や新市場を探索することを通じて，多角化
は，ミドルの管理者の場当たり的な対応による多
角化から，トップの経営者による明瞭な成長戦略
に基づく多角化へと変化し，企業の長期的な持続
的成長を目的とするようになっていった。そして
第 2次世界大戦後の 1960 年代には，アメリカに
おける上位 200 社の企業の大多数が事業部制を採
用するようになった 12。チャンドラーはこのよう
な状況を「近代企業の勝利」（Chandler（1977）
p.477（邦訳 814 頁））の時期と呼び，また 1960
年代に近代企業が「完全に開花した」（Chandler
（1990）p.620（邦訳 536 頁））とも主張した。

2　近代企業の変容と解体

（1）チャンドラーによる近代企業の変容
以上のようなチャンドラーの近代企業に関する
議論に対して，近代企業が変容したりあるいは解
体しているといった批判が出されてきている。本
稿では，この中でも特に近代企業が解体しつつあ
ると論じているラングロワを取り上げて，その主
張を整理する。しかしながら，このような主張に
先立って，チャンドラー自身もまた，1960 年代
に完全に開花し，勝利したと述べた近代企業に対
して，その同じ時期に「近代産業企業の進化にお
けるターニングポイント」であり，「経営者資本
主義の歴史における 1つの時代の終焉と新たな時
代の始まり」（Chandler（1990）p.606（邦訳 524
頁，525 頁））と述べ，近代企業の変容，成長の
新たな方法の模索，経営の新しい方法について言
及している。
上述のように，チャンドラーは，近代企業の成
長にとって，水平結合や垂直統合戦略を防衛的な
役割として位置付けている。特に垂直統合につい
ては，統合を通じて規模と範囲の経済が直接に増
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加しない場合，代替的な供給源が適正価格で入手
可能な場合，さらに法的・人的な結合や関係によ
って契約が確実に履行される場合には，生産を統
合せずに購入するとし，実際に大半の製造業者は
垂直統合以外の成長の道を選んだと述べている。
特に第 2次世界大戦後には，多角化や国際化の戦
略による成長が主流となり，水平結合や垂直統合
戦略に基づく成長は一般的ではなくなってきたと
している。垂直統合については，市場の国際化に
伴って原材料の代替的安定供給源や多くの販路の
利用が可能となったため，垂直統合の必要性が減
少してきており，すでに戦間期から多くの企業が
かつて行った垂直統合を解体するようになってい
たとも述べている 13。
この成長方法の変容に加えて，チャンドラーが

「ターニングポイント」の原因と考えたのは，ま
さに一般化してきた多角化や国際化による成長方
法，そして経営者企業の成功そのものだとして
いる。すなわち 1960 年代までには，国際化や多
角化による企業の絶えざる成長が国際間，産業間
に激しい競争を生み出し，その結果，既存の産業
において市場シェアが減少し，過剰設備と単位コ
ス卜の上昇が深刻化した。これと並行してエレク
トロニクス革命とよばれるような新たな技術革新
が加速化する中で，新たな設備への巨額な投資や
新しい労働や経営・管理のスキルの構築にも迫ら
れ，企業がその本業に収益を再投資するコストと
リスクが増大し，その結果，成長戦略や経営者企
業の内部組織，企業間関係や所有者－経営者間の
関係が変化し始めたとされる 14。
具体的には，自社の核となる市場よりも成長性
があり，競争が少ないという理由で，自社の設備
やスキルとの関連性が弱いか全くない市場の企業
を買収することによって進出するいわば「抑制の
ない多角化」（Chandler（1990）p.624（邦訳 539
頁））を通じて自社を成長させ続けようとした。
1960 年代後半から 70 年代にかけて，関連性も専
門的知識や経験もない業種の部門や事業を多数買
収することによって，多くの異なる事業を抱えた
ため，トップ・マネジメントの意思決定に過度の
負担がかかり，トップ・マネジメントとミドル・
マネジメントとの間のコミュニケーションの分断
を招いた。他方，事業部や企業の売買が増えたた
め，売買それ自体が1つの巨大なビジネスとなり，

投資の目的は短期的な投資収益の増加となり，企
業の長期的な健全性や成長については考慮されな
くなった，というのがチャンドラーの主張であ
る 15。
しかしながらチャンドラーは，このような近代
企業をめぐる環境変化の中にあってもなお，アメ
リカ（そしてドイツ）において，第 2次世界大戦
以前に競争優位を獲得していた近代企業が引き続
き支配的地位を保持しているとしている。アメリ
カでは 70 年代半ばにおいて新たに上位企業とな
った情報関連の新しい産業，特にエレクトロニク
ス産業に属する企業においても，規模と範囲の経
済を活用する能力を開発しうるだけの大規模な
製造，流通，管理への投資をいち早く実現した
少数の近代企業が大規模企業として成長し，産
業を支配しており，「近代企業の継続する役割」
（Chandler（1990）p.608（邦訳 527 頁））につい
て言及している 16。

（2） ラングロワによる「市場の厚さ」と 
「緩衝の緊急度」

このようなチャンドラーによる近代企業の役
割の持続性の主張に対して，80 年代以降，その
変容に関する様々な議論がなされるようになっ
た。その代表的な論者としてリチャード・ラング
ロワがあげられる。ラングロワは，1990 年代に
おいて，近代企業がいわば解体しつつあり，垂直
分解・特化の進展が最も重要な意味をもつ組織の
発展であると位置付けている。そしてこの変化に
ついて，生産が無数の独立した企業によって行わ
れ，それらが市場取引を通じて調整されている南
北戦争前の構造に似ており，経営者の見える手が
消えつつある状況と特徴づけた。しかしこの構造
は，南北戦争前とは異なり，近代企業と比べてよ
り緊密に調整され，スループットの高い構造とな
っているとされる。そしてこのような例として，
製薬産業，半導体産業，自動車産業などに加えて，
エレクトロニクス産業についても挙げられ，電子
機器の受託製造について言及している 17。
このような現状認識の下で，ラングロワは，南
北戦争前の分権的な市場志向型の形態から，そ
の後の垂直統合型の大規模企業の支配へ，そし
て 20 世紀の最後の四半世紀における大規模企業
に典型的だった垂直統合度の低下といった企業の
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組織形態の長期的な変化，すなわち垂直統合の
低い水準から，増加傾向を示すようになり，再
び低下していく傾向へと転じた変化の理由につ
いて論じた 18。その際，ラングロワは，これを
消えゆく手仮説と呼び，「市場の厚さ（thickness 
of markets）」と「緩衝の緊急度（urgency of 
buffering）」との 2 つの軸で説明していく（図 1
参照）。
ここでまず横軸の「市場の厚さ」について見る
と，ラングロワは，人口，所得，技術的・政治的
な貿易障壁の高さといった外生的要素によって決
まる独立変数であると説明する。しかし市場の厚
さそれ自体の定義はなく，その機能についての説
明は各所に散見できる。すなわち市場の厚さが増
すことによって，①当該商品を扱う取引主体の数
が増え，②多数の潜在的によく似た取引が行える
ようになり，取引特殊性がなくなっていき，そし
て③製品の流れに伴う不確実性に対する市場の緩
衝能力が高まり，市場による調整が可能となるな
どとされている 19。①は市場の量的な規模が拡大
していくことを示し，②は当該市場において取引
の仕方が類似してきて，ルーティン化していくこ
とを示し，③は不確実性に対する対応能力が増し
ていくことを示している。それゆえ市場の厚さと
は，ある一定の市場の規模を前提としたときの市
場の取引の標準化の度合いや不確実性への対応能
力を表している概念であるといえる。さらに市場
が，取引の場であると同時に，顧客や供給業者な
どの取引相手という主体の存在があることを考慮
すれば，市場の厚みとは，具体的には，市場の規
模，取引主体の数，それら主体相互の関係から生

み出される取引ルールの標準化の度合い，取引相
手の不確実性への対応能力を表す概念と考えるこ
とができる。そしてこのような市場の厚さは，上
述のように，ラングロワは，外生的要因によって
決まる独立変数と考えている点からも，人口が増
加し，所得が増加していく一般的な傾向があるこ
とを念頭に，時間とともに，市場はより厚くなっ
ていくことを前提としていると考えられる 20。
次に「緩衝の緊急度」について見ると，「生産
技術の複雑性，逐次性，高スループットの程度」
と定義されているだけで，これもほかに詳細な説
明はなされていない。ここで緩衝という概念は，
J. D. トンプソンの組織概念から援用されている。
ラングロワによるまとめにより整理すると，組織
は，変わりやすく，不確実な環境に対峙しており，
その存続のために環境から様々な信号を受け取
り，解釈を加えて，行動を調節する情報処理シス
テムとみなされる。そして予測可能で安定した生
産プロセスを不安定な環境からの影響を緩和する
機能が緩衝であり，企業において具体的には組織
を形成し，経営機構を構築することである 21。し
たがって，「緩衝の緊急度」というのは，生産技
術の複雑性，逐次性，スループットが高まること
によって，不確実な環境に対する対応が困難とな
り，それを緩和するための緩衝メカニズムの構築
が緊急度を増してくることと敷衍できよう。
ラングロワによれば，組織だけではなく，市
場もまた環境の不確実性に対する緩衝機能を持
ち，両者は代替関係にあるとしている。ラング
ロワは分業化した企業が特定の製品や工程に特化
しながら，特定の製品あるいはブランドにしばら
れることなく，多くの製品やブランドの納入業者
から仕事を得るような「一般的専門性（general 
specialty）」のある企業となることで市場の緩衝
機能を果たすと考えている。すなわち市場におい
ては，多様な代替できる製品のなかから選択する
ことで容易に変化に対応できるのである。また専
業化や交換を支援するような社会制度も緩衝機能
を果たすとし，生産工程の各段階の間のインター
フェイスが標準化されていることによって，高
い調整費用をかけることなく，各段階が分割さ
れ，交換を行うことができるようになるとしてい
る 22。

図 1　消えゆく手の説明

市場の厚さ

緩
衝
の
緊
急
度

見えざる手

見える手

消えゆく手

出所：Langlois ［2007］ p.77。
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（3）ラングロワの「消えゆく手」仮説
以上のように緩衝，緩衝の緊急度の概念を踏ま
えたうえで，市場の厚みとの関係について次に考
えてみよう。ラングロワは，図 1の直線の説明に
おいて，直線の上方の領域が経営を通じた緩衝，
直線の下方の領域が市場を通じた緩衝がそれぞれ
望ましいとしており，他の条件が一定であれば，
緩衝の緊急度が高ければ組織が対応し，低い場合
には，市場で対応するものと前提している。その
うえで，ラングロワは右上がりの直線の形状につ
いて，市場の厚さが増すにつれ，製品の流れにと
もなう不確実性に対して市場の緩衝能力が高まる
からであると説明している。こうして，ラングロ
ワは，時間の経過とともに，市場が緩衝機能を高
めていく傾向をとらえた 23。
しかし実際には，記述の通り，垂直統合の度合
いが，南北戦争前の低い水準から，それ以後は増
加傾向を示すようになり，そして 20 世紀の最後
の四半世紀には，再び低下していく傾向へと転じ
ている。このような変遷については，図 1で示さ
れているようなこぶ状の放物線で示されている。
この曲線と直線との交点の上方の領域が組織によ
って緩衝された，いわば近代企業が形成された時
期ととらえられている。そしてラングロワは，こ
のような「チャンドラー的企業は , なぜこの中間
領域で最も有効に機能するのだろうか」（Langlois
（2007a）pp.75（邦訳 150 頁））と問い，その点の
説明を行っている。
南北戦争前には，国内輸送費が高く，多数の
地方市場に分断され，市場の規模も小さかった
ため，分業の水準は低く，したがって市場の見
えざる手によって調整されていた。環境の変動に
対しては，熟練工，ゼネラル・マーチャントなど
の能力が緩衝機能を果たし，それに依存して対応
していた 24。南北戦争以降，アメリカにおける鉄
道・電信網の急速な普及はアメリカ国内市場の統
一をもたらし，巨大市場が形成されることによっ
て，規模の経済性を享受すべく，「伝統的大量生
産」（Langlois（2007a）p.59（邦訳 117 頁））とラ
ングロワが呼ぶようなシステムが構築された。こ
のシステムにおいては，固定費用の高い大規模な
専用機械設備が導入され，非差別化された同一製
品が高いスループットで生産されることで間接費
を分散し，規模の経済性を活用して単位費用を削

減することによって，この製品が相対的に低所得
の消費者に大量に受け入れられるようになった。
他方，このシステムを実現するには，高い固定費
用をともなう資産を最大限に活用し，絶えず稼働
させ続けることが不可欠である。したがってこの
継続的な稼動に対する変動は，生産停止・停滞を
引き起こして固定費負担を高めるので，極力これ
を回避して潜在的な規模の経済性を現実化するた
めには，緩衝による対応が極めて重要となってき
た 25。図 1の前半部分の緩衝の緊急度の急上昇が
それを表している。
当時は，この不確実性に対応できるほど市場
に厚みがなく，緩衝機能も十分ではなかったた
めに，企業がこの緩衝機能を実現していくこと
となった。高いスループットを実現するには，部
品や最終製品の変動を極力回避するために標準化
された部品や製品を生産する一方，生産工程を細
分化し，あるいはまた大規模な統合型の機械を導
入するなど，一連の明確な標準化された手順によ
って作業を実行する体制を構築して，複数の生産
段階の間での変動を常になくしていくことが必要
となった。したがってこのような生産システムに
あっては，環境の不確実性への対応のための緩衝
の役割は，個々の生産段階に割り当てることがで
きなくなり，代わって組織の上層へと押し上げら
れ，仕事の流れをコントロールする専門経営者に
ゆだねられることとなった。専門経営者は，まさ
にゼネラリストとして，ある特定の企業・産業の
文脈に左右されることのない一般的な経営手法を
用いて，予測できない様々な具体的状況に対して
柔軟に適用することのできる広範なスキルによっ
て不確実性を緩衝しているとされる 26。さらにラ
ングロワは，大規模企業は，緩衝機能としての経
営構造を設置する中で，組織能力のシステム（a 
system of organizational capabilities）をも創出
し，これが企業を多角化や国際化へと向かわせた
としている。すなわち，経営資源の中の過剰なも
のを有効活用するために組織能力を活用して様々
な製品分野へと展開し，多角化を進めるようにな
り，企業は規模から範囲へと軸足を移し，製品指
向型の特化へと向かう元来のトレンドが逆転した
とされる 27。
しかし特に 1990 年代以降，先に述べたような
垂直分解・特化の傾向がみられるようになったの
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は，①市場が厚みを増していく（図 1の右上がり
の直線）一方，②緩衝の緊急度が横ばい状態から
低下しはじめた（放物線状の曲線の減少している
部分）からだとされる 28。まず①市場の厚さが増
したのは，エレクトロニクス機器，半導体，医薬
品の受託製造などに典型的にみられるように，あ
る製品分野には特化しているが，特定製品やブラ
ンドに限定せず，多数の企業向けに製品を販売
する一般的専門性を活かした下請け業者が設立
され，成長するようになってきた点があげられ
る 29。またモジュール化も市場の厚みを増し，不
確実性に対する市場による緩衝機能を高めた。モ
ジュールで構成されるシステムは，システム全体
の存続を損なうことなしに 1つの要素だけを変更
したり，おきかえたりすることができるので，シ
ステム全体の安定性を確保しつつ，不確実性に対
応できるある種の緩衝機能を果たすとみなされ
る 30。また②緩衝の緊急度の低下については，柔
軟な製造技術によって多様な製品の生産が可能と
なることで変化を吸収し，資産特殊性が減少し，
生産の最小効率規模を低下させることができる。
また PCやインターネットといった調整技術の発
展によって様々な立地に分散した人々の間で即時
的に安価に情報共有できるようになったため，緩
衝の緊急度が低下したとされる。特に調整技術の
改善は，緩衝費用を引き下げ，それゆえ緩衝の緊
急度を低下させる傾向があるとされる 31。
こうして図 1に示すように緩衝の緊急度は，南
北戦争前の低い状態から 20 世紀初頭には急激に
上昇し，その後，再び減少する放物線を描くこと
になった。そしてこの曲線が組織と市場を分ける
直線を上回る期間においてのみ，大規模な統合型
の近代企業が形成されていったのであり，それは
一時的な出来事に過ぎず，近年は再び脱垂直化が
進展し，近代企業の解体が進行する時代に戻った
と考えられている 32。

（4）ラングロワによるPC産業の検討
このような一般的な傾向を論じるラングロワに
とって，PC産業はどのようにとらえられている
であろうか。ラングロワは PC産業の発展につい
て論じた論文において，経営の諸制度によって財
やサービスの生産を可能とさせている人的および
組織的な知識を表す「経済的ケイパビリティ」の

概念を用いてこれを分析した 33。ラングロワは，
すべてのケイパビリティが組織の内部に存在する
必要はなく，市場も含めた相互作用する企業のネ
ットワークの中に存在することもできると考え
た。つまり内部ケイパビリティよりもむしろ外部
ケイパビリティの創出によって，したがって垂直
的に統合された大企業内よりも分散化された市場
のなかでケイパビリティが発展し，成長が進行す
る場合があることを明らかにしようとした。この
ような観点から，ラングロワは，チャンドラーの
近代企業にみられるような大量生産，大量販売，
経営階層への大規模な投資といった内部のケイパ
ビリティの創出によってのみ優位性が獲得でき，
支配的な地位が構築できるという考え方を批判し
た。そして実際に，急速な製品価格の低下や品質
の改善といった進歩が脱統合化の進んだ構造の中
で生じている現象がみられるようになったとし，
その顕著な例として PC産業を挙げてその分析を
行った 34。
ラングロワによれば，PC産業において内部経
済がそれほど重要ではないのは，世界のエレクト
ロニクス産業における市場を通じて利用できる大
量生産のケイパビリティの水準がすでに極めて高
いので，市場が単一の組織よりも早く必要なケイ
パビリティを開発できるからであるとされる。す
でに大量生産のケイパビリティが 20 世紀初頭以
降，発展し普及してきているので，企業はもはや
自らそのようなケイパビリティを発展させる必要
はなく，したがって垂直統合する必要がない。さ
らに PC製品は，あらかじめ決められたパッケー
ジ製品である電化製品とは異なり，ユーザーが自
らの好みでモジュールを組み合わせてシステムを
構築できるモジュール型システムである。それゆ
え，電化製品と比べて探索のための取引費用を低
下させるが，組み立てにおける規模の経済性の効
果を弱め，したがって，外部からの調達が志向さ
れ，分業を進める。そしてこのような分業によっ
て，各モジュールは自律的にイノベーションが行
われ，そしてそれらの試行錯誤的な学習が可能と
なることによって，イノベーションが促進され
る。このような分業の下では，モジュール型製品
の発展にとってボトルネックとなっているモジ
ュールは，サプライヤーのイノベーションの目標
となる。さらに，単なる性能の向上だけではな
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く，オープン化の促進，複数部品の統合化，シス
テムの新たな方向への拡張といった様々なイノ
ベーションが分業によって実現され，促進されて
きた 35。
このような PC産業においては，主として市場

を通じて結びつきが調整されている専門化された
企業同士のネットワークがそのネットワーク内部
でケイパビリティを創出することを通じて成長し
てきている 36。それゆえ，この外部ケイパビリテ
ィを活用することで，特定ユーザー向けの仕様の
多様な PCを提供し，新しい利用法や技術が出た
ときに迅速にアップグレードできる企業が優位性
を持つようになった。こうして，ラングロワによ
れば，生産，販売，管理への投資を通じて垂直統
合された大企業内部のケイパビリティを創出する
ことで，成長し，優位性を発揮して支配的な地位
を獲得したチャンドラーの近代企業は，分散化さ
れた市場のコンテクスト内でケイパビリティが発
展する PC産業における企業とは適合的ではない
とされる。具体的に，PC産業の企業，アップル，
IBM，マイクロソフトの 3 社を取り上げて，チ
ャンドラーの一番手企業として妥当かを確認し，
PC市場では一番手企業は存在しないとした。特
にアップルについては，技術とマーケティングの
組み合わせという点，そして初期の PC産業にお
いて支配的な地位を獲得しているという点で一番
手企業としてふさわしいが，しかし IBM互換機
市場によって構築されたケイパビリティを活用で
きず，結局，シェアを侵食されてしまった点で妥
当性を欠いているとしている 37。

3　小括と論点

以上のチャンドラーの近代企業の形成と成長，
および近年におけるその変容，およびラングロワ
による崩壊に関する議論の整理を踏まえ，本稿の
テーマである大企業の成長構造の解明にあたって
の論点を整理しておこう。本稿の成長構造の解明
の分析枠組となるのは，チャンドラーの近代企業
に関する議論である。チャンドラーは，近代企業
の特徴を生産機能と販売機能の統合を基礎とし
て，管理機構の構築・整備によって大量生産と大
量販売が実現している点に見出している。それゆ
え，生産，販売，管理機構がどのように構築され，
また拡大していったのか，大量生産と大量販売を

統合した近代企業の構造を有しているのかという
点を着目していく必要がある。とくに生産機能に
ついては，生産の範囲や技術，工場の数，サプラ
イヤーなどの動向について確認する。また販売機
能については，販売業者の活用状況，販売網の構
築・拡張，自社による販売活動などについて明ら
かにする。そして管理機構については，生産や販
売における管理，部門間の管理的調整，トップ・
マネジメントの活動，組織構造などといった点に
関しても着目する。
またチャンドラーは近代企業の成長方式とし
て，「4 つの主要な成長戦略」（Chandler（1990）
pp.230（邦訳 193 頁））とも呼んでいる水平結合，
垂直統合，地域的拡大あるいは国際化，そして製
品多角化を挙げている。本稿でも，これら 4つの
成長戦略について着目し，主としてどのような方
式で成長が実現していったのかを確認する。以上
のような生産，販売，管理の諸機能，およびこの
4つの成長戦略については，アップルの成長にあ
たっての事業構造として明らかにしていくことと
する。
なお国際化と多角化の 2つの成長戦略について
は，特に注目する。国際化に関しては，海外への
輸出や海外からの調達，さらには生産拠点や販売
拠点の海外への展開について明らかにしていく。
また多角化に関しては，異なる製品分野，つまり
非 PC分野への事業の拡大といった本来の意味で
の多角化にとどまらず，同じPC分野であっても，
継続的な新製品の投入や多品種化による差別化，
新たなセグメントへの細分化についても見ていく
ことにする。PC産業においては，機能を向上さ
せた新製品の継続的投入や機能の異なる複数の製
品を同時に投入する多品種化が頻繁に行われてお
り，製品の性能や機能，そしてその展開は，企業
の成長を左右する重要な要因となっている。それ
ゆえ，いつどのような製品をいかなるセグメント
にどのくらいの期間投入していたのかについても
確認していくこととする。加えて，この新製品開
発にとって，研究・開発機能は重要であり，した
がって，この機能についても着目していくことと
する。
以上のようなチャンドラーの観点は，ラングロ
ワが批判するように，内部化による成長に偏重し
た見方であるといえよう。PC産業のように 1970
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年代に誕生した新たな産業においては，エレクト
ロニクス産業をはじめ多くの関連する産業がすで
に存在していた。その外部には利用可能な企業や
制度が多く存在していたのであって，PC産業に
おける企業の成長は，ラングロワの言うところの
外部ケイパビリティに依存し，またそれをうまく
活用することで成長を実現していくことができた
ともいえるのである。企業は，それ以前から外部
において継承され蓄積された様々な活動の成果，
様々ないわば遺産と関わりながら活動していかざ
るを得ない。このような活動を通して企業は自ら
の内部の能力を構築し，またそれによって外部に
対して新たな成果物を生み出し，あるいはこれま
でとは異なる新たな活動を通じて外部に変更を加
えていくと考えられる。
このような観点から，本稿ではラングロワの言
うところの外部ケイパビリティとの関係について
も着目していく。しかしながら，なお市場の厚さ
にしろ，外部ケイパビリティにしろ，ラングロワ
の用いる概念は包括的・抽象的であり，したがっ
て実態を研究するにあたっては，これを具体化し
て考える必要がある。本稿では，外部ケイパビリ
ティを顧客やサプライヤーにおける能力や技能，
外部に存在する製品や技術，あるいは創発的ない
しは意図的な取引慣行や制度を指すものと捕ら
え，これらを明らかにするために PC産業や関連
産業・企業における動向について着目する。
さらにラングロワは，外部ケイパビリティや市
場の厚さの重要性を強調し，また単純に市場の厚
さが増すこと，外部ケイパビリティが増大するこ
とが大規模企業の解体，特化であるとみなしてい
ると思われる。そしてそのあまり，大規模企業が
解体して専業化したのかどうか，またその企業が
どのような内部構造を持つようになったのか，そ
してその後どのように成長し，どのような構造へ
と変化するに至ったのかについてはほとんど言及
がない。PC企業についても，ラングロワは，当
該企業の製品がネットワークの外部性を活用して
外部の補完品を活用できるかどうかでその企業の
優位性を説明している。しかしその企業の内部構
造やその成長の過程については検討がなされてい
ない。本稿では，外部ケイパビリティ，外部企業
の活用と平行して，成長に伴う企業の内部構造が
どのように変容してきたのかについても上述の事

業構造を明らかにすることを通じて検討していく
こととする。さらに，ラングロワは，今日，独立
した多数の専業企業が市場取引を通じて緊密に連
携し，調整されることで高スループット型システ
ムが実現しているとしている。しかし，具体的に
どのように調整されているのかについては十分に
説明がなされていない。この点についても，企業
間関係のあり方について明らかにすることで，調
整がどのように行われているのかについて検討を
行う。
以上のような論点を念頭に，本稿では，アップ
ルの成長を創業期（創業～ 1970 年代），成長期
（1980 年代），低迷期（1990 年代），再成長期（2000
年代以降）に分けて分析することとする 38。

Ⅲ　 アップル・コンピュータ社の創業と
初期の成長

1　PC産業の形成

1975 年に発売された MITS 社の Altair8800
は，最初の PC とされている 39。Altair は，エ
レクトロニクスのホビイスト向け雑誌 Popular 
Electronics誌の 1975年 1月号に記事が掲載され，
その多くはキットとして通信販売された。Altair
は，インテル社製のマイクロプロセッサ 8080 を
CPU として使用し，メモリ，ロジック，トラン
ジスタなどの集積回路（IC）や半導体製品，そ
の他のコンデンサ，抵抗器などの各種電気・電子
部品，そしてトグルスイッチ，金属ケース，電源，
ケーブルなどの部品から構成されていた。この
Altair には 16 の空き拡張スロットが装備されて
いたが，追加メモリや各種入出力機器などの周辺
機器もプログラムも備えていなかったため，主た
るユーザーはホビイスト達で，彼らは自らAltair
を組み立て，またプログラムを自作したり，他者
が作成したものをコピーするなどして入手し，周
辺機器なども別途購入して使用した。
MITS 社は，当初，Altair をキットで 397 ドル，
組立・検査済みの完成品で 498 ドルという低価格
で発売した。もともとAltair の売上を 800 台と
予想していたMITS 社には，Altair を雑誌で紹介
した直後から，数週間で 4千台を超える注文を受
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けたため，この予想をはるかに超える大量の注文
に対応できるだけの供給能力が存在しなかった。
その結果，出荷に大幅な遅れが出ると同時に，そ
の後に発売を予定していた各種の拡張ボードの開
発も遅れることとなった。このような大きな需要
を前に，Altair の供給不足，プログラムの欠如，
各種周辺機器の不足は，これらの分野への多数の
新たな企業の参入を引き起こし，初期の PC産業
が形成されていった。
PCの誕生，そしてその後の産業の形成および
急速な発展は，当時，すでに一定の発展を遂げ
ていた電子産業の存在によって支えられていた。
Altair を構成する部品のほぼすべては，外部から
調達された既製品であり，とりわけ主要部品であ
る電子部品についていえば，70 年代前半までに
発展してきた半導体メーカーから調達された。ア
メリカにおいて 50 年代に形成した半導体産業は，
60 年代に成長し，70 年代に入ると集積回路（IC）
を中心にその成長を加速させていった。市場別に
みると，初期には，軍事・宇宙事業用などの政府
による需要がほとんどであったが，次第に，コン
ピュータ用や通信機器，制御機器といった産業用
の民間需要が中心となり，さらに 70 年代半ばま
でには，電卓やデジタル時計，テレビといった消
費者向けの民生用機器へと市場は拡大していっ
た 40。
1970 年代において，半導体産業は主に民間需

要により成長を実現するようになるとともに，そ
の成長によって電子機器産業自身も多様化しなが
ら成長し，相互に成長を促進しあいながら発展
していった。このような産業の発展は言うまで
もなく当該産業における企業の成長の結果であ
り，60 年代から 70 年代の前半にかけて発展を遂
げてきた半導体メーカーからの供給を受けること
で PC産業の形成と迅速な成長も実現できたとい
える。たとえば PC産業の中核部品となるマイク
ロプロセッサも，1960 年代末の電卓産業におけ
る激しい国際競争を背景として，日本の電卓メー
カーのビジコン社が，当時，新興のメモリ・メー
カーであったインテル社への電卓用 IC の開発依
頼がきっかけで 1971 年に世界初出荷が実現して
いる。その結果，このインテル社は，創業からわ
ずか 6年ほどたった 1975 年には，半導体業界に
おいてシェア 4位の企業となり，その後の PC産

業発展とともに主要なマイクロプロセッサの供給
企業として成長し，今日に至っている 41。このイ
ンテルに代表される主要な半導体企業は，部品供
給メーカーとして PC産業の形成・成長を支えて
いった。当時，黎明期であった IC 産業は，まさ
にこのような多数の IC 企業群から直接，あるい
は流通業者を通じて間接的に様々な電子部品を
比較的容易に調達することができたのである 42。
いうまでもなくAltair8800 を開発したMITS も，
Altair1 台に 33 個ある各種 IC を流通業者やメー
カーから比較的容易に調達することができたので
ある。とりわけ中核部品のマイクロプロセッサ
8080 は，大量購入する条件で安価にインテルか
ら調達することができた 43。
このようなAltair をはじめとする初期の PCは
ホビイスト向けに販売された。すでに 60 年代か
らコンピュータに興味を持ち，そのハードウェア
やソフトウェアの制作や活用に関心を持つ愛好家
たちが，その製作物や経験・知見を公開したり，
ニュースや機関誌などを発行するなど情報交換を
行うような集会や会合を開催し，コミュニティー
が形成されていた。このような人々は，一定のコ
ンピュータや電子製品の普及を背景として，職場
や学校などでコンピュータを利用し，学んだ経験
を持つエンジニアや，研究者，学生といった人々
であった。彼らは，PCのキットを自ら組立，プ
ログラムを制作し，あるいは自ら周辺機器を作成
して，PCを使用し，そしてまた様々な新しい活
用の仕方を考案していった。またこのようなホ
ビイスト向けの Radio Electronics 誌や Popular 
Electronics 誌といった雑誌も刊行されていて，
PCに対する広範な潜在的需要が形成され，存在
していたといえよう 44。
Altair8800 に対しては上述のように予想をはる
かに上回る予約が殺到したが，MITS はこの需要
に対応できる製品の供給能力と部品の調達能力
を有していなかった。この供給不足を補うため
に，既存あるいは新規の企業や多数の個人が PC
関連事業に投資をし，これによって初期の PC産
業が形成されていった。この初期の投資を担った
のが電子部品や周辺機器を製造する既存の中小企
業や，先のコミュニティーに参加していたエンジ
ニアや学生，研究者などの個人による起業であっ
た。MITS 自身も，1968 年，模型飛行機の送信
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機の通信販売事業により創業し，その後，PC参
入直前には電卓事業を主要な事業としていた小
企業であった 45。また Altair の発売がきっかけ
で 75 年 3 月に開催されるようになったホームブ
ルー・コンピュータ・クラブというコミュニテ
ィーからは，多くの PCや周辺機器，ソフトウェ
ア企業が生み出されるようにもなった。アップル
の創業者の 1人，スティーブ・ウォズニアックも
またその第 1回会合から参加していた 1人であっ
た 46。そして 75 年から 76 年にかけて，PC需要
の高まりにより主として起業による小規模企業の
参入が相次ぎ，PC産業が形成されていくことと
なったが，その多くは，創業まもなく倒産，廃業，
撤退を余儀なくされ，事業を継続できず，継続で
きた企業も，その成長は芳しくはなかった 47。
これに代わって 70 年代末の PC産業を主導し

たのは，ディスプレイ，キーボード，プリンター
といった入出力装置や，OSやプログラミング言
語やアプリケーション・ソフトをあらかじめ付属
したいわば「完成された」PCを 77 年に投入し，
ホビイストに限らず，家庭や教育向け，ビジネス
向けへと市場を拡大させていった 3つの会社であ
った。すなわち，エレクトロニクス製品の小売会
社であったタンディ社，CPU企業を買収し内製
した電卓メーカーのコモドール社，そして当時，
起業したばかりのアップル・コンピュータ社であ
った 48。

2　アップル社の創業と 70年代の成長

（1）創業と成長の概観
アップルの創業の基盤となった製品は，ステ
ィーブ・ウォズニアックが開発したApple Ⅰで
ある。Apple Ⅰは，ウォズニアックが 1975 年 6
月に完成させた。それはプリント回路基板上に
IC などの部品を挿入しただけのいわゆるシング
ルボード・コンピュータであった 49。これを見た
スティーブ・ジョブズは，ウォズニアックと知人
のロナルド・ウェインを誘い，76 年 4 月，1,300
ドルの出資金をもってカリフォルニア州サンタク
ララにコンピュータ機器，コンポーネント，関連
資材の製造・販売を目的するパートナーシップと
して 3名で創業したのが，アップル・コンピュー
タ・カンパニー（Apple Computer Company）
である 50。

創業まもなく，ジョブズは，コンピュータの小
売事業を展開しはじめたポール・テレルが開設
したばかりの「バイトショップ」というコンピ
ュータの小売店から 1台 500 ドル程度で 50 台の
Apple Ⅰを現金で買い取る契約を獲得してきた。
この注文に不安を覚えたウェインは，創業わずか
10 日ほどでパートナーシップから離脱すること
となったが 51，この注文をきっかけにアップルは
100 台のApple Ⅰの生産を決定し，これがその後
の事業展開の起点となった 52。
Apple Ⅰの生産にあたっては，回路基板のレイ

アウト設計をジョブズの知人でアタリ社のハワー
ド・キャンティンに依頼し，電子部品については
パロアルトにある部品流通業者のキーラルフ・エ
レクトロニクスから 2万ドル相当の部品を 30 日
の支払猶予付きで調達することができた 53。こう
して部品はすべて外部から調達し，アップル自身
は，これらの部品を基板へと挿入し，組立て，検
査を行った。当初，Apple Ⅰは，ロスアルトスに
あったジョブズの家の空き部屋やガレージをつか
って，家族や友人・知人が主に手作業で生産し
た。基本的な作業の工程は，まず，プリント回路
基板上に電子部品などを手で挿入し，これをはん
だ付けし，できた基板をテレビとキーボードに接
続して，キーボードから入力された文字が映し出
されるかをチェックした。この手挿入の作業と試
験でそれぞれ 20 分かかったといわれる。その後，
1日かけて最終試験を行い，動作確認をして，出
荷された 54。
Apple Ⅰは，バイトショップに納入された 50
台に加えて，ホームブルー・コンピュータ・ク
ラブや近隣のコンピュータショップなどへも 1台
666.66 ドルで販売され，最終的には，1977 年の
初めまでに約 150 台が出荷され，その後，全体で
200 台程度が出荷された 55。またバイトショップ
にApple Ⅰを納めた際に，アップルは，テレル
からカセットテープで BASIC が利用できるよう
にそのインターフェイス・カードを作るよう依頼
されていた。ウォズニアックは，インターフェイ
ス・カードを開発し，これにやはり自分で開発し
た BASIC をカセットテープに入れ，このテープ
を付けて定価 75 ドルで販売した。ただし，すで
にApple Ⅰの製造で余力がなかったために，そ
の組立は外部の小規模な基板組立業者に委託し，
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アップル・カセット・インターフェイスとして販
売した 56。
Apple Ⅰの次機種となる Apple Ⅱの開発は
Apple Ⅰが完成してすぐにウォズニアックによっ
て開始された。76 年 8 月にはプロトタイプが完
成していたといわれ，その後，77 年 5 月にボー
ドで，そして翌月の 6 月にはケースやキーボー
ド，電源などと一体となった完成版で発売され
た 57。この Apple Ⅱは，以後，アップルの主力
製品として，とりわけ 80 年代前半におけるアッ
プルの成長を支え続けることとなった。しかしこ
のApple Ⅱを開発し，商品化して，事業を拡大
するためには，アップルは大規模な資金の調達と
そのための信用のある事業経験者が必要となり，
探し始めることとなった。その結果，フェアチャ
イルド社，インテル社での事業経験のあるマイ
ク・マークラと出会い，その協力を仰ぐこととな
った。マークラに 25 万ドルの銀行融資を工面し
てもらうとともに，経営にも参加してもらい，ア
ップルを株式会社化することとなった。1977 年 1
月 3 日，ウォズニアック，ジョブズ，マークラが
それぞれ 26％ずつ株式を所有し，残りを他の投
資家に提示できるように残すということで，改め
てアップル・コンピュータ・インコーポレイテッ
ド（Apple Computer Inc.）を設立し，後日，マー
クラは，自分の持分に当たる株式を 91,000 ドル
で購入した。その後，翌年 78 年 1 月には，残っ
た株の一部を売却して 3人のベンチャー・キャピ
タルから 51 万ドルを超える資金を獲得し，79 年
8 月には増資をして，727 万ドルを調達すること
ができ，こうしてアップルは資金的な基盤を固め
ることができた。資金確保の一方，事業を遂行す
るための人材を確保していった。まず，77 年 5
月に，マークラの知人で，半導体メーカーのフェ
アチャイルド社，ナショナル・セミコンダクタ社
でのキャリアと，そこにおける生産ラインの責任
者の経験があるマイク・スコットを社長として招
聘したのをはじめ，他にも販売，経理，生産など
の責任者となる多数の人材を採用していった 58。
Apple Ⅱ59 は，出荷開始当時こそボードのみで
販売されたが，すぐにボードがプラスチック・
ケースに収められ，電源やキーボードも一体化し
た構造をとった製品として小売価格 1,298 ドルで
販売された。またApple Ⅱは，Apple Ⅰと同じ

MOS テック社の CPU6502 を用い，メモリやバ
スなどの基本コンセプトはApple Ⅰと共通して
いたが，グラフィックス・モードを有し，カラー
出力，音声出力が可能なところが特徴である。さ
らにウォズニアックによって書かれた BASIC が
ROMに搭載されており，Apple Ⅱを起動すると
すぐに BASIC が利用できたため，ゲームやユー
ティリティ，簡単なビジネスソフトなど多数のア
プリケーション・プログラムがこの BASIC で書
かれることとなった。
これらの特徴に加えて，Apple Ⅱには，テレビ，
ゲーム用パドル，スピーカー，カセットテープの
接続端子に加え，8つの拡張スロットが搭載され
ていた。そのため，Altair8800 と同様，多数の周
辺機器や拡張ボード，ソフトウェアといった部
品・補完品が利用でき，アップルだけではなく，
100 を超える独立系のベンダーがApple Ⅱ向けの
ソフトウェアや周辺機器を開発していたといわれ
る。まさにこのような豊富な部品・補完品の存在
が外部効果を生み，Apple Ⅱの価値を高めて，売
上増加の要因となった。たとえば，本体と一体と
なったキーボードに加え，テレビと接続すればこ
れをモニターとして活用でき，カセットテープと
接続すれば記憶装置として利用できた。また，当
初は拡張ボードがなかったので，ウォズニアック
が書いたドライバをコピーしてテレタイプと接続
すれば，これを印刷機代わりに利用することがで
きた。この他，プリンタとの拡張カード，通信用
インターフェイスの拡張カード，ビデオカードな
どもアップルや他社から発売された 60。
とりわけその成長を促した補完品として挙げら
れるのが，ウォズニアックらが開発した 5.25 イ
ンチのフロッピー・ディスク・ドライブ（FDD）
の DISK Ⅱであった。それまで，PCで記憶装置
として利用されてきたカセット・テープ・レコー
ダは，操作速度が極めて遅く，これに代わる記
憶装置として当時 FDDが注目を集めていた。ア
ップルは，ミニコンピュータ用の小型FDDを 73
年にすでに生産していたシュガート社から調達し
ようとしたが，動作が不安定なため，本体部分の
みを調達し，これにウォズニアックが開発した制
御回路ボードを付け，アップルのブランドで 78
年 7 月に 1台 495 ドルで販売を開始した。またこ
のDISKⅡを使って，ディスクのフォーマットや
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ファイルの読み書き，検索などの操作をするため
のソフトウェア，ディスク・オペレーティング・
システムも事前に外部のソフトウェア企業，シェ
パードソン・マイクロシステムズ社によって開発
され，DISK Ⅱの発売前の 6月に DOS3.0 として
発売された。77 年に発売を開始したApple Ⅱの
売上は，当初，タンディやコモドールといった競
合相手と比べて大きいものではなかったが，この
DISK Ⅱの発売により急激な売上増を実現したと
いわれる 61。
このDISKⅡに加え，充実したソフトウェアも
Apple Ⅱの売上の増加に貢献した。まだソフトウ
ェアの量が十分ではない PC産業形成の初期にあ
って，アップル自身もソフトウェアを開発してい
たが，初期の多くのソフトウェアは，ユーザーや
ユーザーグループによって製作されていた。そ
こでアップルは，ソフトウェアの充実を図るた
め，市場におけるソフトウェアの流通を促進する
しくみを構築した。プログラムを作成するユー
ザーには安価にApple Ⅱを販売したり，ユーザー
がApple Ⅱで作成したソフトウェアを自らの販
売網で流通させる支援を行ったり，アップル自身
が商品化する仕組みも立ち上げている。そのよう
な中で，ソフトウェア・アーツ社が開発し，79
年に販売された初めての表計算ソフト，「ビジカ
ルク」はApple Ⅱのキラーソフトとしてその売
上に多大な貢献をした。ビジカルクはApple Ⅱ
の BASIC で書かれており，Apple Ⅱでしか利用
できなかった。そのため，ビジカルクを利用した
いユーザーはApple Ⅱを購入しなければならず，
このことが，Apple Ⅱの売上増加に大きく貢献し
たといわれる。こうして 80 年までには，多くの
Apple Ⅱのユーザーは自分でプログラムを書く必
要がなくなり，Apple Ⅱのソフトウェア市場が確
立したといわれる 62。

以上のような周辺機器，ソフトウェアといっ
たApple Ⅱの補完製品の市場拡大，それに伴う
Apple Ⅱの好調な売上を背景として，79 年 6 月
には，オートスタート機能とメモリ容量を拡張し
た新機種，Apple Ⅱ＋（プラス）が発売され，さ
らに売上を増加させていった。このようなApple
Ⅱ（およびⅡプラス）の出荷台数の推移は，図 2
に示されるように，発売後およそ 4 か月を経過
した 77 年 9 月末（77 年度末）までで 570 台だっ
たのが，77 年末までに 2,400 台と急増し，その後
も，78 年度 7,600 台，79 年度 35,000 台，80 年度
78,000 台と順調に増加して 63，これに伴って，ア
ップルの主な業績も向上した（表 1）。その事業
規模の拡大とともに手狭になった本社オフィス
を，クパチーノ市内で，77 年 1 月，78 年 1 月の
2度にわたって移転している 64。

（2）創業期の成長構造
このようなApple Ⅱによるアップルの成長を

図 2　Apple Ⅱの販売台数（Apple Ⅱ＋も含む）
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出所：Weyhrich （2013） pp.60-61 より作成。

表 1　アップルコンピュータ社の創業期の主な業績

1977 年 1978 年 1979 年 1980 年
売上高 774 7,856 47,867 147,126
資産 555 4,341 21,171 65,450
研究開発費 100 600 3,600 7,300
販売費 200 1,300 4,100 12,100

製造設備（ft2） N.A. 10,000 70,000 280,000

（単位：1,000 ドル）

出所：Gable et. al （1983） p.30 より作成。
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支えたのは，いうまでもなく，その旺盛な需要に
対応した生産体制の拡充によるが，これには外部
委託を積極的に活用することによって対応してい
た。アップルは，Apple Ⅱの生産にあたって，企
業の急成長を実現するには部品の生産に必要な技
術を習得する時間的余裕がないため，社内で安く
生産できないものはすべて外部のメーカーから調
達しようという方針のもと，電子部品をはじめ，
プラスチック・ケースの設計や生産，回路基板の
設計から回路基板の組立，キーボード，電源，各
種インターフェイスなどの調達には，外部の企業
を積極的に活用していた 65。
アップルの工場では，最終組立と検査工程を担
っていた。たとえば，78 年のある工場では，外
部から調達して部品を完成品の PCへと組み立て
る最終組立工程と検査工程を行っており，1人の
監督が毎日 28 人の工員に指示を出し，仕事を割
り振って，1日約 30 台の PCを手作業で組み立て
ていた。またDISK Ⅱも 1 週間で約 15 台程度し
か組立てられていなかったとされる 66。また 79
年までは，工場は，すべてカリフォルニア州に立
地し，クパチーノ，サンノゼ，サニーベール，ガー
デングローブ，ニューベリーバーグの 5地域 8か
所に分散しており，それぞれの工場の規模はなお
小さく，各工場の生産能力も小規模であったと推
察できる 67 こうしてアップルの生産は，基本的
にはApple Ⅰと同じ手作業による生産によって
支えられていて，なお十分に量産に耐えうるもの
ではなかったと考えられ，生産規模の拡大に対応
するために，狭い地域に複数の小規模工場を相つ
いで建てながら，生産体制を構築していったと考
えられる。
アップルの成長は，他方で，Apple Ⅱの販売
体制の拡充によっても実現していった。当初，
Apple Ⅱは，家庭の様々なデータを整理・分類・
記録したり，ゲームに利用する一般家庭向けの
ホーム・コンピュータとして販売された。Apple
Ⅱを含む，アップルの製品は，コンピュータや電
気製品の専門店や量販店を中心に販売され，77
年の間には，180 の小売店と契約していた。その
うちのほぼ半数は，消費者向け電子機器の小売チ
ェーン，TEAMエレクトロニクスとの契約であ
った 68。さらに広告代理店と契約をし，そのアド
バイスのもと，次第に製品の技術的な優秀さを

前面に出し，ビジネス用途を強調するようにな
り，上述のビジカルクのヒットもあって，ビジネ
ス市場でのアップルの優位性を生み出すこととな
った。他方，アップル教育基金を設立して，コン
ピュータを学校に貸与し，カリキュラムへのコン
ピュータ導入や教育ソフトの開発を促進すること
で，教育市場へも進出するようになった。79 年
ころには，BASIC を搭載していたApple Ⅱはプ
ログラミングの学習用として注目を集めるように
なり，加えてカラー出力ができ，ゲームソフトな
ども充実してきていたので，高校生を中心に教育
市場が増加していった 69。
販売地域についてみると，アップルは 77 年 7

月にはすでにヨーロッパ市場への輸出をユーラッ
プル社（Eurapple Inc.）という会社を通して開
始している。ユーラップル社は，元コモドール
社の社員がアップルに提案をして設立した会社
で，アップルに代わって，ヨーロッパに販売網を
設置してアップル製品の広告と販売を行うだけで
はなく，ヨーロッパ仕様にあわせてアップル製品
を改良して販売する契約を結び，アップルはこの
会社をヨーロッパ市場の販売拠点とした活用し
た。また翌年の 78 年にはフランスのソノテック
社の協力を得てヨーロッパ対応製品であるApple
Ⅱ Euromod を開発して，輸出を開始し，いっそ
うの市場拡大を果たした 70。こうして 80 年には，
北米では 950 の独立系コンピュータ小売業者，世
界では 30 の流通業者が 1,300 の小売店に供給す
る体制が構築された 71。
アップルは，このようにターゲットとする地域
とセグメントを拡大させながら成長を続けること
ができた。しかしこのような順調な拡大は，アッ
プルが計画的で将来の見通しのあるマーケティン
グ戦略を展開した結果というわけではないといわ
れる。むしろアップルには消費者向けの製品販売
を手がけた社員はおらず，それにもかかわらず，
口コミに依存し，オピニオン・リーダーを中心に
働きかけることで結果的に成果を生み出したとさ
れる 72。
アップル創業期の研究開発についてみると，
Apple Ⅰはいうまでもなく，Apple Ⅱや Disk Ⅱ
のように，77 年ころまではウォズニアックを中
心として，組織としてというよりは，個人に依存
した製品開発が行われていたと考えられる。しか
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しその後，アップルは計画的・組織的に製品開発
を進めようとしていた。株式会社となってまも
なく作成された事業計画書には，PC，周辺機器，
メモリー，アクセサリーに分けて詳細な製品計画
が書かれている。PC の製品計画については，3
機種が新たに開発予定となっていたが，開発に対
する体制については言及がなく，この時点では，
なお構想にすぎなかったと推察できる 73。しかし
Apple Ⅱの成功と資金調達の実現により，研究開
発投資を拡大させるなか（表 1），79 年末までに
は，サラ，リサ，アニー，マッキントッシュ，ツ
イッギーというコードネームで呼ばれる 5 つの
新製品の開発が実際に進められていた。サラは，
Apple Ⅲと呼ばれるようになったApple Ⅱの後
継機，リサは，同名で製品化された GUI（グラ
フィカル・ユーザー・インターフェイス）を用い
た画期的な PCの開発，アニーは，製品化される
ことのなかったApple Ⅱの廉価版製品の開発計
画，マッキントッシュは，家庭向けの操作が簡単
でシンプルな小型 PCの開発，そしてツイッギー
は，アップル独自の FDDの開発計画であった。
これらの開発計画に対しては，ジョブズが当時，
研究開発担当副社長として最終決定権を持つ責任
者となり，そのもとでそれぞれの計画担当責任者
がこの開発を進めていた。このころからアップル
は，将来の成長を見据えて，次々と新製品の投入
を計画していき，個人が主導する開発から新製品
ごとに組織によって開発する体制を構築しはじめ
ていた 74。
これまでみてきたように新たに形成された PC

産業において，多くの新規企業が起業され，また
消えていく中で，アップルは創業わずか 3年ほど
で急成長を実現した数少ない企業である。78 年
の初めにはまだわずか 30 名ほどの従業員だった
が，79 年 9 月には 300 名に増え，80 年 9 月には
1,000 名を超えるまでに増加した 75。このような
従業員の増加に際して，アップルは，77 年ころ
よりヒューレット・パッカード，ナショナル・セ
ミコンダクタ，インテルといった企業を中心に引
き抜きによって管理や経営を担える人材を増やし
ていき，管理体制を構築しようとした 76。それで
もなお急成長のゆえに，次々と入社してくる新し
い従業員たちが元の会社の習慣を持ち込んだり，
また大きな会社でとられている仕事のやり方や手

続きを導入しようとして，新旧社員の間で，また
元いた会社の違いで，あるいは年齢差でと，様々
な対立が生じ，組織運営上の混乱が生じるように
なった。このころ各作業において統一したルール
の作成や経営情報システムの導入などといった試
みが局所的に見られるようになってきてはいた
が，急拡大する組織にあって，全社的に統一さ
れた仕組みはなお形成の途上にあったといえよ
う 77。

以上のように創業期のアップルの成長は，ウォ
ズニアックの技術をはじめとして，主に個人的な
能力を基礎にしながらも，電子産業，コンピュー
タ産業の発展を前提として，それに関連する多数
の外部サプライヤーおよび一定の顧客の存在，す
なわち外部ケイパビリティの存在に大きく依存す
ることによって実現していたといえよう。社長の
スコットが述べているように，創業したばかりの
企業にあって，急成長を実現するには，信頼度の
高い部品の生産に必要な基本技術を習得する時間
的余裕はないので，社内での仕事を設計，教育，
マーケティングに限定して最小限にし，社外のも
のを活用することが不可欠であったのである 78。
生産機能については，部品・コンポーネントやソ
フトウェア，補完品の多くを外部企業あるいは顧
客にさえ依存しており，アップル自身は最終組
立，および PCの売上に貢献する一部の周辺機器
やソフトウェアの生産に集中した。しかもその生
産体制は手作業を中心とする小規模の工場を基本
とし，生産の増加にもそうした小規模工場を増や
すことで対応していた。販売機能については家庭
市場のみならず，ビジネス市場，教育市場へと展
開させ，海外も含めて，主に外部のコンピュー
タ・ショップとの契約を通じたチャネル網の着実
な拡大によって，販売拡大を可能とする体制の基
礎を構築していったといえる。しかしながらマー
ケティングにおいてはなお計画的・意図的とはい
えなかったといえよう。研究開発機能について
は，創業期の 70 年代後半においては，なお個人
による開発に依存しており，ようやく製品計画に
基づいて組織的な開発が進められようとしている
段階にとどまっていた。こうしてアップルは急成
長を遂げつつあったとはいえ，まだ小規模企業の
体制にとどまっており，内部における組織上の課
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題も表面化するようになってきており，この時点
ではなお，一層の成長を実現するのに十分な体制
が構築できていなかったといえよう。

注
 1 アップルの成長の概観については，秋野（2015）
42-44 頁参照。長期的に PC 産業において存続して
いる数少ないいまひとつの大企業として，1980 年
に初めての PC（HP-85）を開発したヒューレッ
ト・パッカード社がある。Freiberger et. al.（1984）
pp.265-267.（邦訳 342-343 頁。）
 2 Chandler（1977）pp.1-2.（邦訳 5-6 頁。）なお伝統
的企業の用語として，多くの場所で traditional enter-
prise が用いられている。
 3 Chandler （1977）pp.50-51, pp.75-78.（邦訳 94-95 頁，
131-135 頁。）
 4 Chandler （1977）pp.240-241, pp.281-283.（邦訳428-434
頁，481-484頁。），Chandler（1990）pp.17-18, pp.22-24.（邦
訳 13-14 頁，17-18 頁。）
 5 Chandler （1977）p.287.（邦訳 502 頁），Chandler 
（1990）pp.29-31.（邦訳 23-24 頁。）
 6 Chandler（1977）pp.288-289, pp.364-365.（邦訳503-504
頁，631-632 頁），Chandler （1990） pp.29-31.（邦訳
24-26 頁。）
 7 Chandler （1977） p.381, pp.411-412.（邦訳 662 頁，
705-706 頁。）
 8 Chandler （1990） pp.34-36.（邦訳 26-28 頁。）
 9 Chandler （1990） pp.36-38, pp.146-147.（邦訳 29-30
頁，122-123 頁。）
10 Chandler （1977） pp.472-473.（邦訳 808-809 頁。），
Chandler （1990） pp. 38-41, pp.230-232.（邦訳30-33頁，
193-194 頁。）
11 Chandler （1977） pp.452-454, p.457.（邦訳 771-774
頁，787-789 頁。），Chandler （1990） pp.42-45, p.232.
（邦訳 34-35 頁，194 頁。）
12 Chandler （1977） p.469, pp.482-483.（邦訳803頁，
821 頁。）
13 Chandler （1990） pp.37-38, pp.612-613.（邦訳 29-30
頁，530 頁。）
14 Chandler （1990） pp.620-621.（邦訳 536-537 頁。）
15 Chandler （1990） pp.621-626.（邦訳 537-541 頁。）
16 Chandler （1990） pp.606-612.（邦訳527-530頁。）
なお PC 産業に関しても，三又投資を行った企業が
優位性を持ったことが示され，近代企業の役割が継
続しているとしている。Chandler （1990） p.611.（邦
訳 529-530 頁。）なお PC 産業については，Chandler 
（2001） Chapter5 においてより詳しく言及している。
しかしここでは，近代企業の役割や成長というより
も，統合的学習ベース（integrated learning base）

の構築と PC 産業全体の動態とそれを決定する企業
（経路決定企業：path definer）に注目しており，具
体的な企業における成長の構造については言及され
ていない。
17 Langlois （2007a） pp.88-90.（邦訳 133-136 頁。）
18 Langlois （2007a） pp.93-94.（邦訳 143-144 頁。）
19 Langlois （2007a） pp.17-18, p.92, pp.100-102.（邦訳
27 頁，140 頁，153-154 頁。）
20 市場の厚さの概念は，少なくとも Langlois （2007a）
においては，邦訳で「市場の範囲」あるいは「市場
規模」，単に「市場」と訳されている。the extent of 
the market と同義に多くの箇所で用いられていると
思われる。この用語は，周知のようにアダム・スミ
スの定理として知られ，「市場の広さ」とか「市場の
大きさ」などと訳され，市場の規模を意味する用語
である。Langlois（2007a）でも，同様に，分業の変
化をもたらす要因，あるいは市場の規模（①の意味）
と同義に用いている一方，それ以上の意味で，市場
の厚さの②と③の機能を果たすものとして説明して
いる。
21 Langlois （2007a） pp.66-67.（邦訳 101-102 頁。）
22 Langlois （2007a） pp.90-91.（邦訳137-138頁），Langlois 
（2007b） pp.1111-1112. 
23 Langlois （2007a） p.78.（邦訳 154 頁。）
24 Langlois （2007a） pp.68-71.（邦訳 104-108 頁。）
25 Langlois （2007a） pp.96-97.（邦訳 147-148 頁。）
26 Langlois （2007a） pp.77-79, pp.98-100.（邦訳 116-119
頁，150-153 頁。）
27 Langlois （2007a） p.79.（邦訳 119-120 頁。）
28 Langlois （2007a） p.102.（邦訳 155 頁。）
29 Langlois （2007a） p.90.（邦訳 137 頁。）
30 Langlois （2007a） pp.67-68, pp.91-92.（邦訳 103 頁，
139-140 頁。）
31 Langlois （2007a） pp.95-97.（邦訳 144-147 頁。）
32 Langlois （2007a） p.96.（邦訳 146 頁。）
33 Langlois （1992） pp.2-4.
34 Langlois （1992） p.38，p.47.
35 Langlois （1992） pp.39-40，pp.46-49.
36 Langlois （1992） p.50.
37 Langlois （1992） p.3, p.38.
38 80 年代以降の時期区分については秋野晶二（2015）
44 頁参照。また本稿のⅢ以降の内容については，秋
野晶二（2015）および（2016）の一部に基づきながら，
これらを大幅に加筆修正している。
 　なお，本稿では，チャンドラーのいまひとつの重
要な論点であり，ラングロワの外部ケイパビリティ
とも関連する「組織能力」については言及しない。
チャンドラー（1990）は，組織能力を管理機構存在
の根拠であり，また成長の源泉であり，競争優位の
源泉と考えている。（Chandler （1990） pp.594-605.（邦
訳 514-524 頁。））またこの組織能力の観点をさらに進



秋野晶二：アップル・コンピュータ社の成長と近代企業（上）

76

めて，Chandler （2001） （pp.2-5）では統合的学習ベー
スという概念を提起している。しかしながら実態研
究にあたって，組織能力にしろ，統合的学習ベース
にしろ，抽象的な概念であり，何かの事実や関係な
どをもって具体的にこれを特定することが困難であ
るため，成長の事実，優位性の事実などといった結
果をもってその有無を説明する以外にないと考えら
れる。とはいえ組織能力概念などの一層の検討が必
要となるが，この研究については今後の課題とした
い。
39 以下の Altair8800 および MITS 社については，
Freiberger, et al.（1984）pp.31-36 （邦訳 39-48 頁），
Levy（2010）（邦訳 246-259 頁），相田他（1996）
100-116 頁参照。 
40 U. S. Department of Commerce（1979）p.40, p.46, 
Levin（1982）p.19.
41 インテル 4004 の開発については，嶋正利（1987）
を参照。またインテル社は 1975 年には半導体メー
カーにおいて，テキサス・インスツルメント社，フ
ェアチャイルド社，ナショナル・セミコンダクタ社
に次ぐ売上であった。Levin（1982）p.30.
42 1974 年には，既製の半導体製品生産のうち 19％
が流通業者への出荷であった。U.S. Department of 
Commerce（1979）p.42.
43 Freiberger et. al（1984）p.31.（邦訳 40 頁。）
44 Freiberger et. al（1984）pp.99-103.（邦訳 122-129
頁。）
45 Freiberger et. al（1984）pp.28-30.（邦訳 36-39 頁。）
46 Freiberger et. al（1984） p.104.（邦訳 130-131 頁。），
Wozniak et. al（2006）pp.159-162.（邦訳 203-207 頁。）
47 Freiberger et. al （1984） pp.45-46, pp.58-60（邦訳
60-62 頁，74-78 頁），Allan （2001） 4/11-4/15. 
48 80 年のタンディ社，コモドール社，アップル社 3
社のPCのアメリカ国内の出荷台数ベースのシェアは
それぞれ 25.5％，12.8％，21.7％であった。Steffens 
（1994） p.127.
49 Wozniak et. al（2006）pp.166-175.（邦訳 212-225
頁。）
50 Moritz（1984）p.140.（邦訳 135-136頁），Wayne（2011）
pp.102-104. なおウォズニアック，ジョブズ，ウェイ
ンそれぞれの当初の持分は，45％，45％，10％であ
った。
51 Wayne（2011）pp.105-106.
52 Moritz （1984） pp.141-142.（邦訳137-138頁），Freiberger 
et. al （1984） pp.212-213.（邦訳 274-275頁。）
53 Young （1988） p.95, pp.98-99.（邦訳（上）136 頁，
140-141 頁），Moritz （1984） p.143.（邦訳 139-140 頁。）
54 Weyhrich （2013） p.19, Luther（2013）pp.150-151，
Moritz（1984）pp.143-147.（邦訳 140-143 頁。）
55 Linzmayer（2004）pp.13-14.（邦訳（上）87-88 頁），
Weyhrich （2013）p.27, p.45.

56 Young（1988）pp.101-102.（邦訳（上）144-145 頁），
Moritz（1984）p.148.（邦訳 144-145 頁。）
57 Wozniak et.al（2006）pp.199-201.（邦訳256-259頁），
Weyhrich（2013）p.39.
58 Moritz（1984）pp.171-172, p.271（邦訳 170-172 頁，
290 頁），脇（2014）392-397 頁，406-408 頁，458 頁。
59 以下の Apple Ⅱの特徴については，Weyhrich
（2013）p.47 参照。
60 Weyhrich（2013）p.55,pp.89-94，Moritz（1984）
p.232.（邦訳 241-242 頁），Gable et. al（1983）p.7.
61 Weyhrich（2013）pp.55-61，脇（2014）434-447 頁。
なおDOSは，DISKⅡの出荷と同時に改訂版DOS3.1
が出荷されている。
62 Weyhrich（2013）pp.217-230，Freiberger, et.al
（1984）pp.229-230.（邦訳 298-301 頁），Moritz（1984）
pp.233-234.（邦訳 242-245 頁。）アップルのソフトウ
ェア開発を促進する仕組みとして Apple Software 
Bank と Special Delivery Software が挙げられる。
前者は，ユーザーも含めて開発した多数のApple Ⅱ
のソフトウェアとそのマニュアルを掲載した冊子で
あり，開発者とユーザーを支援した。後者は，優れ
たソフトウェアにアップルが認証を与えて販売を促
進する制度で，1979 年から 81 年の間にこの制度で多
数のソフトウェアが販売された。
63 Gable et. al（1983）p.17，Weyhrich（2013）
pp.60-61.
64 脇（2014）404-406 頁，441-443 頁。
65 Weyhrich（2013）pp.29-32，Moritz（1984）pp.186-190, 
p.201.（邦訳 184-189 頁，203-204 頁），Young（1988）
pp.131-132.（邦訳（上）184-187頁），脇（2014）377-386頁，
Rose（1989）p.62.（邦訳 107-108 頁）例えば，電源は
社内で設計を担当し，当初は近隣の家内工場で生産
されたが，その後，香港のアステック社から調達し
た。ケースの設計は設計会社に依頼し，その成型や
金型製造も外部企業から調達している。キーボード
もすでに 64 年からカリフォルニアで操業をしている
データネティクス社から調達した。回路基板の設計
はApple Ⅰと同様のハワード・キャンティンに依頼
し，組立は近隣の基板組立を請け負う家内工業やゼ
ネラル・テクノロジー社に依頼した。テレビ接続の
ための RFモジュレータは社内で設計したが，連邦
通信委員会の基準をクリアできなかったため，Apple
Ⅱに内蔵させることはできなかった。そのため，希
少部品を専門に扱っていたM&Rエレクトロニクス
社に仕様を渡し，アドオン・カードを生産・販売さ
せ，顧客がカラーテレビに接続して画像を見る際に
はこの製品を購入するようにさせた。ちなみにDISK
Ⅱについては上述のようにドライブ本体をシュガー
ト社から調達しており，後により安価な日本のアル
プス電気から調達するようになった。
66 Moritz（1984）p.241.（邦訳 251-252 頁。）
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67 脇（2014）410-411 頁。
68 Apple Computer Inc.（1977）p.20，Gable et. al 
（1983） p.5， Moritz （1984） p.196.（邦訳 147 頁。）
69 Moritz（1984）pp.224-226.（邦訳 230-232頁。），Young
（1988）pp.153-154.（邦訳（上）213-214 頁，226 頁。）
70 Apple Computer Inc.（1978）Appendix C，
Weyhrich（2013）pp.145-150. ヨーロッパ対応機種
については，Apple Ⅱ＋の発売後すぐに Apple Ⅱ 
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71 Gable et. al（1983）p.5.
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マーケティングの成果というよりも，著名な投資家
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pp.215-216, pp.223-224.（邦訳 218-219 頁，228-229 頁。）
73 Apple Computer Inc.（1978）pp.15-18. なお Apple
Ⅱ Aは 77 年 1 月，Apple Ⅱ B は 78 年 6 月にそれぞ
れ発表の予定となっており，Apple Ⅲは未定となっ
ている。またこの製品計画のリストには，23 の周辺
機器，5つのメモリ，5つのアクセサリもあわせて挙
げられている。
74 Moritz（1984）pp.292-293.（邦訳 317-318頁），Freiberger, 
et. al（1984） pp.231-232.（邦訳 302-303 頁），脇（2014）
410-411 頁。
75 Moritz（1984）p.249（邦訳 261 頁。）
76 Moritz（1984）pp.196-198.（邦訳 197-199 頁），脇
（2014）461-463 頁。
77 Moritz（1984）pp.239-248.（邦訳 250-260 頁。）
78 Moritz（1984）pp.201.（邦訳 203 頁。）
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